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図8－1　建設改良工事費等の推移と見通し
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１　投資の見通し

第８章　投資・財政計画

第７章「施設整備計画」に記載のとおり、より強靭な水道システムへの再構築に向けて、施設の耐震化や更新
などの事業の推進が必要です。
計画期間における建設改良工事費等の見通しは図8－1のとおり、令和2年度（2020年度）は片山浄水所水処理
施設更新工事及び片山浄水所・泉浄水所連絡管布設工事（２大工事）の最終年度で大きな費用が発生するほか、
その後も年間30億円程度の事業費が必要で、今後10年間の総事業費を337億円と見込んでいます。

本市では、給水人口は増加していますが、節水や大口使用者の地下水利用専用水道への
転換の影響などにより、水需要と給水収益は減少傾向にあります。一方で高度経済成長期に
建設された多くの水道施設の更新等に多大な費用が必要となっています。
このような厳しい経営環境の中で、施設整備の財源確保と経営基盤の強化を目的とした
平成28年（2016年）4月からの段階的な平均10.0％の料金改定に引き続き、令和2年
（2020年）4月から平均15.2％の値上げを実施いたします。
その後も収入の減少と多額な費用が発生する状況は続く見通しですので、経費の縮減など
より一層の経営努力が必要となっています。
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トリビア 今に伝わる官兵衛「水五訓」

●豊臣秀吉の軍師としても有名な黒田官兵衛が、水を通して人間の生き方を説いた「水五訓」。
　今も語り継がれる五つの教えは、現代にも十分通じます。
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図8－2　運転資金残高の推移と見通し

表8－1　今後10年間の収益的収支一覧

表8－2　今後10年間の資本的収支一覧
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２　財政収支の見通し

３　持続可能な水道事業経営に向けての考え方

（１）財政収支一覧
今後10年間の財政収支を以下の表8－1及び表8－2にお示しします。
収益的収支（表8－1）では、水需要の減少等による料金収入の減少が見込まれる中、より効率的な業務委託の
活用等により職員給与費は縮減するものの、施設の更新等に伴って減価償却費が増加するため、水道事業費用は
おおむね横ばいとなる見通しです。
令和2年（2020年）4月からの平均15.2％の料金改定により計画期間内での収支ギャップは発生しませんが、
収益低下の傾向は変わらず、単年度純利益は年々減少するものと見込んでいます。
資本的収支（表8－2）では、毎年、多額の建設改良費を計上しています。企業債については、計画期間の前半
ではやむを得ず多額の借入を見込んでいますが、後半では将来世代への負担の増加を考慮し、企業債に過度に
頼ることを避け、償還金と同程度の7億円としています。このことにより30億円程度の不足額が恒常的に発生
する見通しです。

（２）運転資金残高の見通し
令和2年度（2020年度）には２大工事の完成等に伴って多額の支払いが生じますが、令和2年4月から値上げ
させていただくことで資金不足には陥らず、健全な事業運営が可能となる見通しです。

（１）効率化･健全化のための取組方針
今後10年間の財政収支の見通しでは、収支均衡が確保できる経営状況となっています。
本市では平成21年度（2009年度）からアセットマネジメントに取り組み、中長期的な視点で持続可能な事業
経営に努めていますが、今後も健全化に向けたさらなる取組の充実を図ります。
水道料金については、３年から５年の周期で検証するとともに、必要に応じて見直しを行います。
また、経費の縮減、サービスの向上及び市民への丁寧な説明などに一層努力し、市民理解を得たうえで、水道
料金水準の適正化を目指します。
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図8－3　運転資金残高の推移と目標

図8－4　企業債残高対給水収益比率の推移と目標
※第8章については、令和2年（2020年）4月からの
　料金改定を反映し、内容の一部を修正しています。
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図9－1　PDCAサイクルのイメージ

図9－2　ローリングによるフォローアップ
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（２）財政計画の目標設定
健全な水道事業経営を今後も持続するために、以下の２点を財政計画の目標としています。

水道事業経営の持続性向上のために必要な運転資金の確保を目指し、令和11年度（2029年度）における
「運転資金残高」の目標額を25億円としています。
改定後の料金水準では、令和6年度（2024年度）に運転資金20億円を確保できる見通しです。令和10年
度（2028年度）には最低限必要な15億円を一時的に下回る推計結果になっていますが、更なる経費縮減に努
めながら、料金算定期間の最終年度にあたる令和6年度までに改めて料金水準等の検証を行います。

目 標１

将来世代に過度な負担を残さないように、企業債借入額の適正化を図ります。借入額を償還額と同程度の
水準までとすることなどにより、令和11年度（2029年度）における「企業債残高対給水収益比率」を350％程
度までにとどめます。
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企業債残高対給水収益比率に性質が近い「将来負担比率」の数値基準を参考にします。
地方公共団体（市町村の一般会計）では、この指標が 350% を超えると早期健全化団体に
なります。
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第９章　フォローアップ

基本理念の実現に向け、4つの基本方針に沿った施策・事業を計画的且つ効率的に推進
していくために、事業ごとの計画（Plan）を定め、それを実行(Do)し、その到達点を点検・評
価(Check)し、計画を見直し改善(Action)するPDCAサイクルにより、継続的に計画の進
捗管理を行います。

１　推進体制

4つの基本方針に基づいた具体的な実行計画として「アクションプラン」を策定します。
「アクションプラン」では年度ごとの取組を踏まえた目標を設定します。目標はできるだけ
管理指標などによる数値化を図り、継続的な進捗管理と分析・評価を行うとともに、必要に
応じて見直しを行っていきます。
また、本計画の計画期間は10年間と中長期にわたることから、5年目には水道事業を取り
巻く社会情勢の変化や達成状況などを踏まえて見直しを行い、ローリングによるフォロー
アップを行います。

２　進捗管理と評価・見直し

広報誌やホームページ等で随時公表し、具体的な取組内容の進捗状況や経年的な変化、
計画の進行管理について「見える化」を図り、市民にわかりやすい情報提供に努めます。

３　公表

年度

年度

Check
点検・評価
Check
点検・評価

PlanPlanPlan
方針・施策・事業の決定
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方針・施策・事業の決定

目標の設定

DoDoDo
実績・行動
Do

実績・行動

ActionActionAction
見直し・改善
Action
見直し・改善

基本理念の実現

令和17年度

2035年度

次期計画の検討

次期すいすいビジョン

次期アクションプラン

アクションプラン（実行計画）

令和11年度

10年目

2029年度
令和6年度

5年目

2024年度
令和2年度

2020年度

すいすいビジョン 2029

社会情勢の変化
・事業の進捗
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・

見直し
反映
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